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ABSTRACT 
IN-Child とは、包括的教育を必要とする全ての子どもを指す用語であり、IN-Child Record

とは、IN-Child の QOL 向上の観点から支援ニーズを検討する為の 82 項目 14 領域で構成さ

れているツールである。 
本研究では、IN-Child Record の 14 領域を用いて、既存の論文・学会発表における指導実

践を分析することで、ADHD 傾向のある IN-Child に対して教育現場で行われている指導・

支援方法を典型化し、課題を明らかにすることを目的とした。その結果、ADHD 傾向のある

IN-Child に対する指導・支援として、①保護者と実施できる身体面に関する具体的かつ効果

的な指導方法の必要性、②海外の文献も含めた ADHD の特性に特化した生活面に関する指

導法の収集の必要性、③「聞く」に関する指導法と、ADHD の特性に特化した読み書き能力

を高めていくため指導法の開発が必要であることが明らかになった。 
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Ⅰ．問題と目的 
 
IN-Child(Inclusive Needs Child )とは、「発達の遅れ、知的な遅れまたはそれらによらない

身体面、情緒面のニーズ、家庭環境などを要因として、専門家を含めたチームによる包括的

教育を必要とする子」と定義され(韓・太田・權, 2016)、包括的教育を必要とする全ての子ど

もを指す用語である。また、IN-Child の QOL 向上の観点から支援ニーズを検討する為のツ

ールとして、IN-Child Record が開発された(韓・太田・權, 2016)。 
現在、包括的教育の対象として教育現場で課題となっている IN-Child として、注意欠如・

多動症(Attention-Deficit/Hyperactivity Disorder: 以下、ADHD)と類似した傾向のある子ど

も達が挙げられている。例にとると、頻繁に離席や床に転がったり、机の上に載ってしまっ

たりなどの多動傾向から集団生活が困難である事例(吉田・都築, 2015)や、落ち着きがなく物

に当たったりすることで交友関係を上手に築く事に課題のある事例(松本, 2014)などが挙げ

られる。それらの事例の中には、医療機関において ADHD と診断されている子どももいる

が、診断されてはいないものの ADHD の傾向がある子どもとして、指導における課題となっ

ている。韓・矢野・小原ら(2017)は、IN-Child Record を用いて、領域である「不注意」「多

動性・衝動性」を ADHD 傾向モデルとして設定し、パス解析及び構造方程式モデリング

(Structural Equation Modeling: SEM)を使用して、ADHD 傾向が IN-Child Record の他の

領域に与える影響を検証した。その結果、ADHD 傾向が①生活面を潜在変数として「社会生

活機能」と「コミュニケーション」の領域に影響を及ぼしていること、②「聞く」の領域に

影響を及ぼしていること、③「書く」の領域に影響を及ぼしていること、④「計算する」の

領域に影響を及ぼしていることが明らかになった。 
ADHD 傾向の IN-Child に関しては、教育現場では多くの教育実践が取り組まれている。

論文や学会発表などにおいても様々な実践報告がなされているが、その指導方法に関しては

典型化されていない。ADHD 傾向の IN-Child は教育現場で多く見られ課題となっているこ

とからも、指導方法に関して典型化することは、今後の IN-Child の指導の方向性を決める材

料になるだけでなく、指導法を開発する際の重要な資料になると考えられる。 
そこで、本研究では、IN-Child Record を用いて、論文・学会発表における指導実践を IN-

Child Record の領域と照らし合わせて分析することで、ADHD 傾向のある IN-Child に対し

て教育現場で行われている指導・支援方法を典型化し、課題を明らかにすることを目的とす

る。 
 

Ⅱ．方法 
 
1. 資料抽出方法 
1) 文献抽出 

Google Scholar、CiNii で「ADHD and 指導」「ADHD and 指導法」で検索し、該当

した資料の中から、以下の資料選定基準に基づいて、資料抽出を行った。 
 
2) 資料選定基準 
・インクルーシブ教育に関する答申(文部科学省, 2012)が発表された 2012 年以降であること 
・対象になる児童生徒の学年が小学生か中学生であること 
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・ADHD の診断が記載されているもの、または記載されている児童生徒の実態を IN-Child 
Record の領域で対応させた際に「不注意」かつ「多動性・衝動性」に困難をもつ IN-Child
の事例であること 

 
2. 分析方法 
 教育実践事例を分析する際には、対象児童生徒の実態と指導・支援方法の 2 点に分け、IN-
Child Record の領域を対応させて分析を行った。また、指導・支援に関する評価の実態も分

析した(表 1)。 
 

表 1 分析対象事例の分析項目 
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Ⅲ．結果 
 

Google Scholar、CiNii で 2012 年以降に発行された論文のみを抽出するよう条件付けを

し、「ADHD and 指導」で検索した結果、合計 1,649 件(Google Scholar: 1,570 件, CiNii：
79件)、「ADHD and 指導法」で検索した結果、合計175件(Google Scholar: 175件, CiNii：
0 件)が該当した。その中から資料選定基準を満たす 20 件の資料(31 事例)を対象に、指導・

支援方法の分析を行った。分析を行う際は、それぞれの事例に通し番号をつけ、分析を行っ

た。 
 

1. 対象児童生徒の分析 
分析対象資料を、タイトル、著者、対象児に分けて分析した。分析した結果を表 2 に示す。

対象児に関しては、性別、学年、診断・服薬、論文中に記載されていた児童生徒を IN-Child
とし、実態を IN-Child Record の領域で対応させ、どの領域に困難をもつのかを分析した。

また、1 つの論文で 2 つ以上の事例を取り扱っている資料については、対象児の文中の表記

を記載し区別した。 
 

1) 性別と診断の有無について 
 対象児童生徒の性別は男子 28 件、女子 3 件と男子が多かった。 
 診断の有無については、何らかの診断のある事例が 22 件、診断のない事例が 9 件であっ

た。ADHD の診断のある IN-Child が 19 件(ADHD の診断を有していると表記されている事

例
1)2)3)5)6)7)8)9)11)12)13)14)19)20)23)28)29)30)

、服薬の記載から ADHD の診断を有していると思われる

事例
4))、うち服薬している事例が 7 件

3)4)6)19)20)28)30)
であった。 

また、ADHD以外の診断のある IN-Childが 6件
15)24)25)26)28)30)

、自閉スペクトラム症(Autism 
Spectrum Disorder: 以下、ASD)の診断のある児童生徒が 3 件

24)25)28)
、限局性学習症(Specific 

Learning Disorder: 以下、SLD)の診断のある IN-Child が 2 件
24)30)

であった。 
 
2) IN-Child の実態と IN-Child Record の項目の対応分析 

「身体の状態」に困難を抱える IN-Child の事例は 7 件であった。「身体の状態」主に虐待

に関するチェック項目で構成されている(韓・太田・權, 2016)。そのため、身体的虐待やネグ

レクトを受けている事例
13)15)

、母親が何らかの疾患を抱えている事例
23)
、また、母子密着が

見られる
30)
など家庭環境が児童生徒に何らかの影響

3)
を及ぼしていると表記されているもの

であった。 
「姿勢・運動・動作」に困難を抱える IN-Child の事例は 5 件であった。姿勢の乱れについ

て表記している事例が 3 件
15)24)29)

、微細運動なども含めた運動に不器用さを示している事例

が 2 件
1)21)

であった。 
「不注意」には、ADHD の診断を有している事例の他に、ADHD の傾向・ADHD の疑い

と表記している事例が 2 件
10)17)

、注意散漫などの表記から注意集中の持続の困難さが見られ

る事例が 6 件
4)14)15)18)29)31)

であった。 
「多動性・衝動性」は、ADHD の診断を有している事例の他に、多動傾向と表記されてい

る事例が 4 件
4)12)14)26)

であった。 
「こだわり」に困難を抱える IN-Child の事例は 4 件であった。うち、ASD の診断が表記
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されている事例の他に、部屋のベッドの周りにフィギアを並べている IN-Child の事例
13)
で

あった。 
｢自己肯定感｣に困難を抱える IN-Child の事例は、8 件であった。自己肯定感・自己評価が

低いと表記されている事例
3)12)

や、学齢児版 Child Behavior Checklist(保護者が記入)を使用

した際に不安/抗うつ領域の数値が高く、自己肯定感が低いのではないかと考えられる事例
28)

であった。 
｢社会生活機能｣に困難を抱える IN-Child の事例は、5 件であった。身の回りの整理整頓が

苦手であるなど持ち物の管理に課題のある事例
2)24)

や、時間を守ることが困難である事例

15)27)
をあてはめた。 

｢コミュニケーション｣に困難を抱える IN-Child の事例は、14 件であった。ASD の診断が

表記されている事例の他に、奇声をあげる、自分の言いたいことを言葉で表現できないなど

の適切なコミュニケーション手段を選択・表現できない事例が 7件
12)15)18)25)26)29)31)

であった。 
｢聞く｣に困難を抱える IN-Child の事例は、5 件であった。やるべき課題が何か理解してい

ない事例
16)
や理解が不十分で指示が通らない事例

4)
があった。

 
「話す」に困難を抱える IN-Child の事例は、1 件であった。正しく発音できないと表記さ

れている事例
7)
であった。 

「読む」に困難を抱える IN-Child の事例は 8 件、「書く」に困難を抱える IN-Child の事

例は 11 件であった。読み書き両方に困難を抱える IN-Child の事例は 8 件
1)2)4)5)6)7)8)9)

であっ

た。 
 「計算する」に困難を抱える IN-Child の事例は 4 件、「推論する」に困難を抱える IN-Child
の事例は 6 件であった。計算する、推論するの両方に困難を抱える IN-Child の事例は 4 件

4)9)10)16)
であった。 
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2. 指導・支援方法の分析 
1) 身体面 
 「身体の状態」と「姿勢・運動・動作」に関する指導・支援を表 3 にまとめた。 
 「身体の状態」に関する指導・支援を行っている事例は、12 件であった。そのうち、ペア

レントトレーニングや親子の遊びの時間を設ける、親子で合同カウンセリングを設けるなど、

親子関係に焦点をおいた指導・支援を行っている事例が 9 件
5)6)7)8)12)14)18)20)

、友人関係に焦点

を置いた指導・支援が 2 件
3)31)

みられた。 
 「姿勢・運動・動作」に関する指導・支援を行っている事例は、2 件であった。姿勢が崩れ

ている際の声かけを行っている事例
16)
と、歩幅を利用し廊下の長さを測るなど身体を動かし

ながら学習する事例
19)
であった。 

 
表 3 身体面に関する指導・支援の対応分析結果 
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2) 情緒面 
 「不注意」、「多動性・衝動性」、「こだわり」、「自己肯定感」に関する指導・支援を表 4 に

まとめた。 
 「不注意」に関する指導・支援を行っている事例は、6 件であった。そのうち 4 件

13)14)19)20)
が、対象となる IN-Child の興味・関心に即した教材・作業を行っている事例であった。 
 「多動性・衝動性」に関する指導・支援を行っている事例は、4 件であった。そのうち 3 件

3)23)24)
が多動性・衝動性に関する内容をルールとして設定している事例であった。 

「自己肯定感」に関する指導・支援を行っている事例は、6 件であった。そのうち、4 件

1)2)13)20)
が頑張りカードとシールを利用したトークンエコノミーであった。 

 
表 4 情緒面に関する指導・支援の対応分析結果 
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3) 生活面 
 「社会生活機能」、「コミュニケーション」に関する指導・支援を表 5 にまとめた。 
 「社会生活機能」に関する指導・支援を行っている事例は、7 件であった。スケジュールカ

ードなどを使用し、見通しを持たせるようにしている事例が 4 件
1)2)16)20)

であった。また、発

言の際の手順や挨拶などに関する内容をルールとして設定している事例が 2 件
22)26)

であっ

た。 
 「コミュニケーション」に関する指導・支援を行っている事例は、8 件であった。そのう

ち、社会的スキル訓練(Social Skills Training: 以下、SST)を実施している事例やそれに類似

する実践をしている事例が 5 件
3)12)28)30)31)

であった。 
 

表 5 生活面に関する指導・支援の対応分析結果 
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4) 学習面 
 「聞く」、「話す」、「読む」、「書く」「計算する」、「推論する」に関する指導・支援を表 6 に

まとめた。 
 「聞く」に関する指導・支援を行っている事例は、4 件であった。明確に、教師が具体的

に、短い指示をだすことを意識している事例が 2 件
3)19)

、また、最後まで話を聞くことをル

ールとして設定している事例が 2 件
24)25)

であった。 
 「話す」に関する指導・支援を行っている事例は、3 件であった。伝えたい内容を整理する

事
29)31)

、伝え方を練習する事例
20)29)31)

であった。 
 「読む」「書く」に関する指導・支援を行っている事例は、6 件であった。「読む」に関して

は、分かち書き文を作成している事例が 6 件
1)2)5)6)7)8)

であった。「書く」に関しては、漢字を

マス目に書く練習
1)2)

や、漢字をイラスト化
5)6)7)8)

するなど、SLD 傾向に対する指導中心とな

っていた。 
 「計算する」に関する指導・支援を行っている事例は、3 件であった。3 件

4)9)10)
とも、計

算方法をスモールステップ化し、提示している事例であった。 
 「推論する」に関する指導・支援を行っている事例は、5 件であった。5 件

5)6)7)8)17)
とも、

「だれが・なにを・いつ・どこで・どうした」の 5W1H にわけて考える事例であった。 
表 6-1 学習面に関する指導・支援の対応分析結果
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表 6-2 学習面に関する指導・支援の対応分析結果 

 
 
3. 指導・支援方法の教育効果 

教育効果の記載がされている事例が 25 件、記載されていない事例が6 件
6)7)8)13)14)21)

であ

った。 
記載されている事例のうち、客観的な評価ツールを使用している事例が 11 件であった。そ

のうち、テストを行い点数の変化について記載があった事例が 5 件
1)2)9)10)29)

であった。それ

以外は、クラス全体での取り組みから学級満足度尺度を使用している事例が 1 件
3)
、生理的

指標としてパルスオキシメーター、心理的指標としてストループ検査・MHPC 検査を使用し

ている事例が 1 件
16)
、WISC-Ⅲや K-ABC などの知能検査を使用している事例が 2 件

19)30)
、

Questionnaire-Children with Difficulties (QCD)と心理社会的な適応/不適応状態を包括的に

評価する尺度 Child Behavior Checklist (CBCL)を使用している事例が 1 件
28)
、算数文章題
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の躓きをアセスメントできる COMPASS(Componential Assessment for basic competence 
and study skills in mathematics)を使用している事例が 1 件

4)
であった。 

 記載されている事例のうち、客観的な評価ツールを使用していない事例が 14 件であった。

14 件
5)11)12)16)17)18)20)22)23)24)25)26)27)31)

全てが行動変化について記載していた。 
 

Ⅳ．考察 
 
1. 身体面に関する指導・支援について 
 身体面に関する指導・支援については、「身体の状態」においては親子関係に焦点をおいた

指導・支援、「姿勢・運動・動作」に関しては声掛けなどの一時的な対処となる支援方法が見

られた。 
 ADHD の姿勢・運動・動作に関して、ADHD の協調運動の問題に関する研究は、1998 年

頃から多く発表されている(Gillberg, 1998: Piek, Pitcher and Hay, 1999)。Fliers, Rommelse 
and Vermeulenら(2008)は、大規模調査の結果から、男女いずれにおいても 3分の 1のADHD
児が何らかの協調運動の問題であるという結果を示し、この協調運動の問題が日常生活にな

んらかの悪影響を及ぼしていることを示唆している。IN-Child Record の「姿勢・運動・動

作」の領域も発達性協調運動障害の先行研究を参考にしている(韓・太田・權, 2016)ことから、

この領域が低い場合は、日常生活において協調運動の課題があることが考えられる。つまり、

ADHD やそれに類似する傾向を見せる IN-Child への、身体面に関しては、発達性協調運動

障害に対する指導法も参考にしながら、身体の動かし方と身体意識能力に焦点をおいたバラ

ンス・敏捷性・巧緻性に関する指導・支援を行っていく必要があると思われる(澤田・古賀・

田中, 2008)。 
 また、親子関係や友人関係に焦点をおいた指導・支援が多いことからも、IN-Child の周囲

に関係する人々も含めて実施できる身体面に関する指導・支援方法を開発することで、IN-
Child に対してより効果的な教育を行えることが予想される。 

加えて、心と身体は相互依存的であることからも(外山, 2014)、身体面にアプローチしてい

く事で情緒面、学習面、生活面に副次的に効果を与えることも可能ではないかと考えられる。 
 
2．生活面に関する指導・支援について 
 生活面に関する指導・支援については、「社会生活機能」においては、スケジュールカード

などを使用し、見通しを持たせるようにしている事例が多く見られ、「コミュニケーション」

に関する指導・支援に関しては SST を実施している事例やそれに類似する実践をしている事

例が多く見られた。SST については、問題点が多く指摘されており、特に、SST 後の般化に

ついて、その難しさが指摘されている(佐藤・佐藤・高山, 1993)。また、SST は ASD の子ど

もにも多く実践されていることからも、ADHD の社会的課題に特化した指導法ではなかった

のではないかと考えられる。 
 しかしながら、韓・矢野・小原ら(2017)の結果からも、ADHD 傾向が社会生活機能やコミ

ュニケーションの領域に影響していることは明らかになっている為、ADHD 傾向の IN-Child
に特化した社会生活機能やコミュニケーションの指導法は必要であろう。今回、日本の文献

のみを分析対象としたため、今後海外の文献や教育実践も含めて効果的な指導法を収集する

必要がある。 
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3. 学習面に関する指導・支援について 
 学習面に関する指導・支援については、「聞く」に関する指導・支援を行っている事例は、

教師が具体的に、短い指示をだすことを意識している事例や最後まで話を聞くことをルール

として設定している事例など一時的な対処となる指導・支援がほとんどであった。 
今回、児童生徒の実態を分析した結果からも、「聞く」に困難を抱える ADHD 傾向の IN-

Child は、不注意による聞き逃しから理解が不十分で指示が通らないことが考えられ、その

結果、他の学習領域に遅れが出てくるのではないかということが予想される。そのため、

ADHD 傾向のある IN-Child にとって今後、「聞く」に対する教育的アプローチしていく事が

重要になると考えられ、ADHD 傾向に特化した「聞く」指導が必要ではないかと考えられる。 
 また、「読む」「書く」に関する指導・支援を行っている事例は、「読む」「書く」どちらも

SLD 傾向に対する指導が多く見られた。ADHD と SLD については約 45％と高いパーセン

テージで併存疾患率が挙げられてはいる(DuPaul, Gormley and Laracy, 2013)。しかしなが

ら、SLD と ADHD はどちらも読む事に困難を示す場合が多い。特に学習場面において深刻

な影響を与えていることが明らかになっており、どちらも似たような特性を示すが、ADHD
の場合は、不注意などから副次的に読む事に困難を示している可能性がある(Christina and 
Emma, 2015)。そのため、「聞く」にアプローチをしながら、「読む」「書く」能力を高めてい

くための ADHD の特性に特化した「読む」「書く」の指導法を開発していく必要がある。 
 
4. 総合考察 
 IN-Child Record の観点から指導法を分析・開発することは、その子どもの特徴を詳細に

把握し、効果的な指導を行うことにつながると考えられる。本研究では、IN-Child の指導・

支援について、IN-Child Record と実践論文を対応分析してきた。ADHD 傾向の IN-Child
は、ASD 傾向や SLD 傾向を併せる場合もあり、指導実践は ADHD 傾向に特化した指導がな

されていないことが課題として明らかになった。これらのことからも、ADHD の特徴を考え、

より効果的な指導法を開発する必要があるといえる。また、本研究では、日本国内の論文と

して公開されている教育実践を分析したため、今後は、国内の教育実践の資料や海外の論文

を調べることで、ADHD に特化した指導法を探索する必要があろう。 
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